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    まえがき 

技術 知 譚の減衰関数を 用いて特許ストック 関数を定式化した。 この式と減衰 

係数の長期的特性 " を プロトタイプ 化した減衰係数の 長期モデルを 用いて特許 

ストックの シ         レーションを 試みた結果について 述べる。 

2 . 特許ストック 

特許ストックとは、 あ る時点における 登録特許件数の 総和であ る。 

時点Ⅰにおける 特許ストック P ( t ) は 、 

P@(@t@)@ =@ t@ ， @? -t@-@ ・ ， 4@ r@(@t@j)G@(@t@ ， t@ ， )@ + ・ tJ=t-li ri r@(@t@ ， )                                     
(1) 

で 与えられる。 

ここで、 r ( t ,.) は時点 t J における初年度の 特許登録件数であ り、 G ( t , 

t J) は減衰関数であ る。 

減衰要因は t j 以後に発生した 特許登録件数 r ( t ) の 一種類のみとしよう。 こ 

のとき減衰関数 G  ( t  , Ⅰ j) は 、 

G  ( ち ， t  j)  ⅠⅠ exp[-@  K  ( Ⅰ ， Ⅰ j)( S  く t  -@  ひ )-@  S  ( t  j) Ⅰ ]  ‥・‥・ (2) 

で 与えられる ', ㍉。 

ここで、 K ㎡ t , t j) は減衰係数、 S ( t X は特許登録件数の 累積、 りは タイム 

ラグ であ る。 簡単化のために、 0 ミひく 3 とした。 

式 (2) を 式 (1) に代入すれば、 特許ストック P ( t ) は 、 

P(t) ⅠⅠ ぇピ   14 「 (tJ)exP[--K(t,t 」 )(S( 七一 ひ )--S(t,))] ・ロし仁 ㍉ Ⅰ (t,) Ⅰ●●ⅠⅠⅠ (3) 

となるの 

8 . 減衰係数の長期モデル 
図 Ⅰに特許ストックの 算定に用いる 減衰係数の長期モデルを 示す。 図 Ⅰにお 

いて、 A 印は 1 9 7 0 年特許法改正前に 出願された登録特許に 関する減衰係数 

であ り、 減衰開始時点あ るいは減衰係数の 変化時点における 減衰係数であ る。 

口印は 1 9 7 0 年特許法改正後に 出願された登録特許に 関する減衰係数であ り、 

減衰開始時点の 減衰係数であ る。 

簡単化のために、 外部環境の変化による 減衰係数の変化時点として、 1 9 5 

4 年 ( 経済復興に よ る影響 ) 、 1 9 6 0 年 ( 1 9 5 9 年特許法改正 / 1 9 6 0 年 施 

行 による影響 ) 、 1 9 7 5 年 ( 1 9 7 0 年特許法改正 / 1 9 7 1 年施行による 影 
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岳 ) を 設定した " 。 

図 1 左側の第一減衰係数系列 (A 印 ) において い 、 減衰係数のデータ 値が複数 

の時点の減衰係数はそれらの 平均値とした。 1 9 4 8 年以前および 1 9 6 8 年 

～ 1 9 7 5 年の減衰係数値は 外 挿 により求めた。 1 9 4 8 年～ 1 9 6 8 年の間 

で滅 衰 係数値がない 時点の減衰係数値は 内拝により求めた。 特許登録後第 4 年 

次の初めの登録更新時における 初期減衰は 1 9 5 1 年登録特許までは 焼くもの 
とした。 

図 Ⅰ右側の第二減衰係数系列 ( 口印 ) において " 、 1 9 7 5 年以降の減衰係数 
値は 各計測値の近くを 通る直線で近似した。 権 利存続期間の 後半になると 特許 

料の階段的上昇による 減衰効果が現れてくるので、 特許料の階段的上昇による 

減衰係数はその 前の減衰係数の 1 . 6 5 倍で計算した。 その時点は 1 9 7 5 年～ 

1 9 8 0 年登録特許に 対しては登録後第 1 3 年目、 1 9 8 1 年以降の登録特許 

に 対しては第 1 0 年目とした。 

図 Ⅰにおける a 、 b 、 c は特許ストック 算定のための 減衰係数の経路パター 
ンの 典型例を示す。 

まず、 a の場合は 1 9 4 8 年に減衰が開始され、 一定の減衰係数値を 保って 

8 年経過した時点、 すなわち 1 9 5 1 年で初期減衰が 起こりより低い 減衰係数 

値に変化する。 この減衰係数値を 保ったまま 1 9 5 4 年に到れば経済復興によ 

ってより低い 減衰係数値に 変化する。 この減衰係数値を 保ったまま 1 9 6 0 年 

に到れば 1 9 5 9 年特許法改正 ( 権 利侵害に対する 権 利者救済規定 ) の影響によ 

りさらに低い 減衰係数値に 変化する。 この減衰係数値を 保ったまま 1 9 6 3 年 

に到り 1 5 年間の権 利存続期間を 完了する。 

b の場合は、 1 9 6 8 年に減衰が開始され、 一定の減衰係数値を 保って 1 9 

7 5 年に到ったとき、 1 9 7 0 年特許法改正 ( 出願公開制度 ) の影響により 新し 

い 減衰要因の発生による 減衰が開始されるため 第二減衰係数系列の 最高値の減 

衰係数まで変化する。 1 9 7 5 年以降は第二減衰係数系列の 減衰要因が量的に 

伍勢 であ るため、 減衰の大勢は 第二減衰係数系列の 減衰要因によって 決まる。 

その後は権 利存続期間まで 持続する。 

c の場合は、 1 9 7 9 年に減衰が開始され、 一定の減衰係数値を 保って 1 9 

9 1 年に到ったとき、 即ち特許登録後 1 3 年目のとき、 特許料の階段的上昇に 
よる減衰効果が 現れ、 減衰係数はその 前の減衰係数の 1 . 6 5 倍高い水準まで 変 

化する。 その後は権 利存続期間まで 持続する。 

4 . 特許 ス ドックのシミュレーション 

図 Ⅰに示した減衰係数んの 長期モデルにおける 減衰係数の経路パターンに 沿 

って 、 表 Ⅰに示した特許登録件数の 累積 S ( t ) を用い、 ひ = 0 および 1 の場合に 

ついて、 式 (3) により特許ストック P ( t ) の推移を算定した 結果を図 2 に示した。 

図 2 から分かるように、 U Ⅰ l の場合の特許ストックは、 推定現存率あ るい 

は 特許現存率のから 算定した特許ストック (O F 口 ) とほほ一致していることが 確 

かめられた。 ( 特許庁年報における 推定現存率あ るいは特許現存率の 記載は 1 9 
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7 9 年以降であ る。 ) 

ひ Ⅰ 0 および ひ Ⅰ 1 の場合は共に、 1 9 7 5 年～ 1 9 8 0 年の期間において、 

特許ストックの 停滞ないし微減が 生じ、 1 9 8 0 年代前半から 再び増大する 傾 

向を示している。 この特許ストックの 停滞ないし微減は、 減衰係数の長期モデ 

ル において減衰係数の 経路が第一減衰係数系列から 第二減衰係数系列へ 移行す 

ることに基づくものであ る。 これは、 1 9 7 0 年代の後半から 始まった導入校 
衞から自主技術開発への 移行および自主技術開発強化の 状況下において 山頂公 

明制度 ( 1 9 7 0 年特許法改正、 1 9 7 1 年Ⅰ 月 Ⅰ 日 施行 ) による技術 知講 の 早 

期 公開 ( 1 9 7 2 年 7 月Ⅰ 日 以降 ) が、 既存技術分野での 技術開発競争を 加速し、 

創造された新技術 知 諾 め 既存技術知識の 陳腐化・交代を 促進した結果によるも 

のであ ると考えられる。 

5 . まとめ 

技術知謀の減衰関数を 用いた特許ストック 関数により算定した 特許ストック 

は 、 推定現存率あ るいは特許現存率のから 算定した特許ストックとほほ 一致し 

ていることから、 減衰関数を用いた 特許ストックの 算定方法の妥当性が 確認さ 

れた。 

すでに、 技術知識ストックの 伸び率 ( 研究開発活動の 投入側の時系列データに 

よる観測 ) は、 第一次石油危機 ( 1 9 7 3 年 ) よりも前から 低下がみられ、 1 9 8 

0 年度および 1 9 8 1 年度を底とし、 1 9 8 0 年代前半から 高くなる推移を 示 

すことが知られている。 ' 。 また、 研究開発投資の 収益率は 1 9 7 0 年代後半か 

ら 1 9 8 0 年代前半において 低下していることが 観測されている 6, 。 

今回、 ほぼ同じ時期であ る 1 9 7 0 年代後半から 1 9 8 0 年代前半において 

、 特許ストックの 停滞ないし微減の 後、 1 9 8 0 年代前半から 再び増大する 傾 

向が見いだされたが、 特許ストックの よう に研究開発活動の 産出 側 0 研究開発 成 

果の時系列データ ) において観測されたことに 意義があ ろう。 
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S ( t ) は明治 1 8 年からの累積を 表す 
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図 1 減衰係数だの 長期モデル 
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図 2 特許ストックの 推移 
0 印は特許庁年報の 推定現存率あ るいは特許現存率から 算定 


